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はじめに
　神奈川県西部を震源としたマグニチュード
7.9の大地震（大正関東地震（1923年））による
関東大震災から今年で100年の節目を迎えま
した。図1に示しますように関東大震災は首都
圏および関東近郊の鉄道に大きな被害1）を与え，
鉄道のみならず日本における防災対策の契機と
なりました。現在では頻繁に耳にする「耐震設
計」もこの震災以降，本格的に導入され，その
後に発生した多くの地震をもとに現行の考え方
が作られています。

　表1に大正関東地震（関東大震災）以降の主な
地震を示します。日本全国でマグニチュード7
クラスの大きな地震が多数発生していることが
わかります。また，地震活動期といわれる近年
においても頻繁に地震が起こっています。これ
らの地震により鉄道では構造物や電柱の損傷，
列車の脱線など，さまざまな被害を受けていま
す。図2には東北地方太平洋沖地震における三
陸鉄道の被災状況を示します。地震動のみなら
ず巨大な津波の影響により，壊滅的な被害が生
じています。ここでは，これまでに受けた地震

年
（西暦） 地震 地震の

大きさ

1923 大正関東地震
（関東大震災） M7.9

1944 東南海地震 M8.0
1945 三河地震 M6.8
1946 南海地震 M8.0
1948 福井地震 M7.1
1964 新潟地震 M7.5
1965 十勝沖地震 M7.8
1978 宮城県沖地震 M7.4
1983 日本海中部地震 M7.7
1993 釧路沖地震 M7.8
1994 三陸はるか沖地震 M7.5
1995 兵庫県南部地震 M7.3
2000 鳥取県西部地震 M7.3
2003 十勝沖地震 M7.5
2004 新潟県中越地震 M7.5
2011 東北地方太平洋沖地震 M9.0
2016 熊本地震 M7.3
2018 大阪府北部の地震 M6.1
2021 福島県沖の地震 M7.3
2022 福島県沖の地震 M7.4

（M：マグニチュード）

被害をふまえた鉄道における
取り組みについて，過去を振
り返りながら紹介します。

地震に強い鉄道構造物へ
　関東大震災は鉄道のみなら
ず，関東一円に大きな被害を
もたらしました。この地震に
より構造物における耐震性が
重要視され，耐震設計法の確
立など地震防災の発展へとつ
ながりました。このときの
設計法は「震度法」とよばれ，
構造物の自重の2割程度の大
きさの荷重を水平方向に作用
させて構造物の耐震性を評価
するものであり，鉄道におい
ても1930年に制定された「橋
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表1　関東大震災（大正関東地震）
以降に発生した主な地震  　

図1　関東大震災における鉄道の被災状況
（文献1から引用）



鋼板巻

92023.9-10 Vol.80 No.5 

りょう標準設計」において，はじめて耐震設計
が導入されました。
　現行の耐震設計のもととなったのが兵庫県南
部地震（1995年）です。被害の一例を図3に示
しますが，以前から設計で考えていた地震より
もはるかに大きな地震動により，新幹線をはじ
め多くの構造物が被災2）しました。これらの被
害をふまえて，1999年に「鉄道構造物等設計
標準・同解説　耐震設計」3）（以降，耐震標準）
が制定され，これまでの設計地震動よりもはる
かに大きな地震動（レベル2地震動）も考慮する
2段階設計法や震度法に代わり非線形応答スペ
クトル法という方法を導入しました。その後，
東北地方太平洋沖地震など2000年代に発生し
た地震を考慮した改訂版が2012年に発刊され，
新設構造物の設計のほか，図4に示すような既
設構造物の耐震補強にも活用されています。

運行時の安全性向上へ
　地震被害の少ない鉄道構造物への取り組みと
合わせて，地震時に乗客の安全を確保すること

も地震対策としてはきわめて大切な事項です。
そのため，できるだけ早く，正確に地震を検知
し警報を出力し，速やかに列車を停止減速させ
るシステムを開発・運用しています。
　このシステムは東海道新幹線において，開
業して間もない1965年から導入されています。
図5に本システムに用いた地震検知装置を示し
ます。その後，1982年には沿岸部で発生した
地震をできるだけ早く検知するために，海岸線
での揺れを計測し警報に用いる海岸線検知シス
テムが実用化されました。
　しかし，このシステムは主要動とよばれる大
きな揺れが来る前に警報を出力することはでき
ませんでした。列車の安全性を高めるには，少
しでも早く警報を出力することが重要となりま
す。そこで主要動が来る前に地震の大きさを予
測し，被害が発生する可能性のある揺れと判断
されれば警報を出力するシステムを構築しまし
た。これが1992年から実用化されたP波検知
による早期地震警報システム4）です。地震は最
初に到達する微弱な揺れであるP波とその後の

鉄道における地震との闘い
～いくつもの大地震を経験して～

図4　鉄道構造物の耐震補強例 図5　鉄道で用いられた最初の地震検知装置（制御用感震器）

図2　三陸鉄道における被害状況 図3　兵庫県南部地震による鉄道の被害状況（文献2から引用）
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大きな揺れのS波に分けられます。図6に概念
図を示しますが，このシステムは大きな揺れで
あるS波が到達する前のP波から地震の全貌（地
震諸元☞）を推定し，警報の発報を判断するも
のです。P波が検知されてから最短1秒で判断
することができるため，大きな揺れが到達する
前に警報を出し列車を停止減速させることが可
能となります。

より安全な鉄道をめざして～持続的な対応～
　関東大震災以降，経験した多くの地震から，
地震に対する鉄道の安全性の向上を図っていま
す。ただ，地震は「いつ」，「どこで」，「どのような
大きさで」発生するかはわかりません。したがっ
て，これからもさまざまな状況を想定して地震
対策を進めていくことが大切になります。図7
は現在，取り組んでいる地震への対応の考え方
を模式的に示したもの5）です。図7（上図）に示
すように地震により失われる機能をできるだけ
少なくし（強さ），失われた機能をできるだけ早
く戻すこと（機能）が大切です。このような試
みを地震レジリエンス☞の強化とよんでいます。
そのためには図7（下図）のように，地震発生前
から地震後に列車が運行再開するまでの持続的

な対応を進めていくことが必要となります。
　通常の社会生活を維持するためのインフラと
しての役割を考えると，地震に強い構造物とす
る，地震時に早く列車を止めるという対応以外
に，できるだけ早期に列車の運行を再開させる
ことが重要になっています。そのためには早い
段階で，地震後における鉄道の被災状況を把握
することが必要です。兵庫県南部地震以降，公
的機関を中心に急速に地震観測網が整備されて
おり，日本全国広い範囲で地震が起こった際の
揺れがわかるようになっています。これらの観
測網のうち緊急地震速報6）やK-NET☞7）を使い，
即座に鉄道路線沿いの「揺れ」を評価するシス
テムを開発（鉄道地震被害推定情報配信システ
ム8））しています。本システムの出力イメージ
を図8に示します。K-NETなどの観測情報か
ら観測地点以外の場所の揺れの予測を行い，路
線全体の揺れの情報を提供しています。この結
果を用いて点検箇所の優先順位を決定するなど，
効率的な地震後の点検を行うことが可能となり，
早期運行再開につながります。
　また，耐震設計や早期地震警報システムも次
の一歩としての研究を進めています。耐震設計
においては，きわめて大きな地震であった東北

☞ 地震諸元　地震の発生日時，規模（マグニチュード）および震源の位置（緯度，経度，深さ）などの総称。本システムでは地震の
規模（マグニチュード），震央方位，震央距離を用いています。

☞ 地震レジリエンス　地震に対して強く，しなやかに回復する力であり，地震に対する対応力を意味します。
☞ K-NET　国立研究開発法人防災科学技術研究所が日本全国約1,000箇所（20km間隔）に設置した地震計による地震観測網です。
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図6　早期地震警報システムの概念 図7　地震における対応
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おわりに
　地震に対してより安全・安心な鉄道をめざ
し，地震レジリエンスを向上させるための研究
開発を進めています。今後も，これまでに受け
た被害を教訓として生かし，地震防災技術の
発展に向けた取り組みを行っていきたいと考
えています。

い鉄道が壊滅的な状況に至らないような配慮を
行うというものです。図9に危機耐性としての
対応例を示します。図にありますように，高架
橋に桁を支えるための柱（図中，青い柱）のほ
かに，普段は何も支えていない予備の柱（図中，
赤い柱）を構築しておきます。想定を超えるよ
うな巨大地震を受け，桁を支える柱がたとえ損
傷したとしても，桁は予備の柱に載り落下を防
ぐ9）というものです。これにより，桁の損傷や桁
下にある構造物の崩壊を防ぐことができ，被害
の最小化や早期復旧に役立ちます。このように
いざというときに，破滅的な被害を避け，早く
復旧させるための対応が危機耐性です。
　早期地震警報システムでは，より早い警報出
力をめざして開発を進めています。図10に示し
ます気象庁や防災科学技術研究所が整備を行っ
ている海底地震計10）の活用です。これまでに，
より早く地震を検知するため海岸線での地震計
を用いるなどの改良を行っていますが，これは
海底に直接設置された地震計をシステムに活用
するものです。海底で発生した地震に関しては
当然ながら陸の地震計よりも早く検知できるた
め，より早く警報を出すことが可能となります。
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地方太平洋沖地震をふまえ「危機耐性」
という概念を導入しています。これは，
今後想定を超えるような地震の発生が必
ずしも排除できない状況で，公共性の高

図8　鉄道地震被害推定情報配信システム

図9　危機耐性の例

図10　海底地震計（提供：防災科学技術研究所）


